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まえがき

　本ＩＴガバナンス研究委員会は、（社）日本情報システム・ユーザー協会　の中に平成

１３年度設置された委員会の１つである。当初の主たる設置目的として、以下の２つが用

意された。

1.　企業のＩＴ化戦略の策定・実行が企業の競争優位性構築の視点からみて、効率よく

コントロールされているかどうかを評価する手法を開発する。

2.　開発した手法を具体的適用による評価結果の集計データと比較することにより、Ｉ

Ｔ化戦略の策定・実行の改善方策を提示する。

この２つを要約すると、ＩＴ化戦略の測定・評価手法の開発およびその適応ということ

になる。これを 3 年かけて研究するというのが、本委員会のグランドデザインである。

総勢 13 名からなる研究チームがほぼ 1 年間かけて質の高い作業を展開し、ようやく出

来上がったのが、本報告書である。初年度の作業は、ＩＴガバナンスの概念の明確化、既

存の文献・資料の解題、ＩＴ化戦略の測定・評価枠組みとその基準の設計およびそのパイ

ロットテストを実施することにおかれた。

委員会の進め方は、事務局を含む研究チームが密なるミーティングを重ねメーリングリ

ストにより情報交換を頻繁に行いながら、提案事項を整理し、その提案内容を委員会に図

るという方法をとった。委員の方々はそれぞれ独自の経営哲学をもっている情報系のトッ

プの方々であり、5 回にわたる委員会ではそのつど、作品の不備を指摘された。それらは

いずれも的確な指摘であり、研究チームのその後の負荷を増大することになった。しかし

その負荷は研究委員会のＩＴガバナンスについての理解を深めるきっかけを作ってくれた。

具体的には、JUAS 版ＩＴガバナンスの定義づけや調査フレームワークの設計などのレベ

ルアップにつながった。

ＩＴガバナンスについては、内外調査機関やコンサルタント・グループによる調査がす

でに行われていた。当初それらの内容検討から初め、できれば“良いとこ取り”をしよう

かという意識も研究チームの一部には、正直言うとあった。しかし早晩この“楽をしよう”

という陳腐な発想がいかに本委員会の質を低下させることにつながるかが明らかになり、

JUAS のオリジナル設計を推し進めることになった。

情報システムの戦略策定を含めたアプリケーション業務について、業種や業界の違いを

超えたユーザーの支援が本協会の使命である。具体的には、情報システムとマネジメント

システムや戦略システムとの接点をいかに有機的に連結させるかが独自の研究アプローチ



になる。そのため、議論の中心は、ＩＴガバナンスとコーポレートガバナンスとの相互関

係、経営戦略とＩＴガバナンスとの相互支援関係、トップマネジメントの情報システムに

対する期待値の程度、業務支援とＩＴガバナンスとの関係、情報系の投資対効果測定基準、

などにおかれた。

またガバナンスの分かりやすい概念化をめぐっても大いなる議論が展開された。その語

源を探っていくうちに、“舵取り”の意味があることが明らかになった。いわれてみれば、

統治も企業の“舵取り”と考えれば分かりやすい。“水先案内人”の役割や機能をそれぞ

れの分野で担うという理解をすれば、利害関係者間のコミュニケーションギャップをでき

る限り少なくする努力が欠かせないことは明らかである。航海士や通信士のみならず、機

関士、調理士、床磨き担当、水兵に至るまでそれぞれが固有の“舵取り”が何であるかを

本報告書で展開した議論を通じて考える機会が得られれば、望外の喜びとするところであ

る。

積み残しの作業も多々ある。その反省を踏まえて新たなる出航の日が控えている。忌憚

のない批判をお寄せください。

ＩＴガバナンス研究委員会委員長



０．研究概要

本研究は今年度（平成１３年度）を第一年度とする３年計画で着手した研究である。こ

の章では今年度に実施した研究活動を概観する｡

　

そもそも本研究は、企業において行われている情報化活動の妥当性を自ら評価する手法

を追求しようということである。きっとどこかに適当な手法が存在するであろうとの予断

がなかった訳ではない。

　通商産業省がボストン・コンサルティング・グループに委託して実施した｢ＩＴガバナ

ンススコアカード策定支援プロジェクト｣の報告がまさにそれであった。しかし、いくつ

かの点で納得できないところがあった。

　「ＩＴガバナンス」は、極めて最近になって使われるようになった言葉である。そこで

「ＩＴガバナンス」に焦点を当てた基本的な研究手順を踏んだ上で、手法の開発に取り組

むことにした。

　以下に、研究目的と方向、研究計画、研究体制、研究経過、研究成果、残されている課

題などの概要を記す。この章は、本報告書のサマリーとして位置付けられている。

１．研究の目的と方向

　本研究は企業経営と情報技術との関係を情報技術のガバナンス（gubernare:舵取り）と

いう側面から検討し、現状を把握すると同時に問題点を明らかにし、望ましい方向を議論

するための素材提供を主たる目的とする。

　本来ガバナンスは、ＩＴよりはコーポレートとの関係、すなわちコーポレートガバナン

スという概念で論じられることが多い。企業は株主や債権者、従業員、顧客、取引先など

のさまざまな利害関係者によって支えられている。とりわけ株主の権利確保のために、一

定の利潤を追求することは企業経営の生命線になっている。特にこの意識はアメリカの企

業や経営学の文献に強く現れている。

　一方わが国では倒産せずに長期存続することが大切であるという潜在意識が企業経営者

や管理者の心の中にある。利害関係者の幅も直接的な利害関係者のみならず、地域や社会

のような間接的な利害関係者にまでその範囲を拡大して考えることも視野に入れることが

ある。

　コーポレートガバナンスの思想をＩＴガバナンスによって支援するという時に、その基

本的な考え方に２つの大きな方向があるように思う。その１つは、企業内のさまざまな犯



罪を監視したり、セキュリティを確保したり、情報機密を守ったり、情報改ざんができな

いような仕掛けを考えたり、むだなコスト発生を回避したりする、いわゆる“監視型”の

ガバナンスである。ＩＴガバナンスのかなりの部分はこの領域で議論されているように思

う。

　もう１つは、企業間連結やネットワークに見る新しいビジネスチャンスの創出、戦略提

携、複雑で高度な意思決定支援、経営諸資源の有機的な組み合わせ、などのいわゆる“提

案型”のガバナンスである。どちらかというと、経営意思決定とリンクしたＩＴ支援をガ

バナンスの対象とする領域である。

　この両者は多少の誤解を恐れずにいえば、前者は“マイナスをゼロにする”ガバナンス

であり、後者は“ゼロをプラスにする”ガバナンスである。ＩＴガバナンスがコーポレー

トガバナンスにどのように貢献ができるか、またはパートナーとしての役割を果たしうる

かが、今まさに問われているのである。コミュニケーションギャップやバリューギャップ

が存在する場合、そのすれ違いを意識し、架橋の試みをしない限り、ガバナンスは少なく

とも企業の内部に共通の認識として浸透していかないように思われる。

　ガバナンスの議論は相互信頼や協同関係、バリューシェアリングを確立するためにも、

欠かすことのできない重要な作業であるといえよう。

２．研究計画

企業は、自身のＩＴ化実態の妥当性を客観的に評価することを望んでいるが、評価手法

が確立していない、もしくは、普及していないことにより、評価は実施されていない。妥

当性の客観的評価手法としては、企業のＩＴ化戦略の策定・実行が企業の競争優位性構築

の視点から見てコントロールされているかどうかを評価する手法が適切であるという命題

を掲げ、この手法の開発を目的として研究に着手した。

評価手法開発の基本方針は、企業の経営者を対象としてＩＴガバナンスの実施状況につ

いての質問を発し、経営者がそれらに回答することにより、自己診断ができる手法を開発

することとした。

研究は、ＩＴガバナンスの定義に関する理論的根拠と測定評価対象領域すなわち質問領

域の事例を探る目的で文献研究を実施し、この研究を通じてＩＴガバナンスに係る基本問

題を整理することから着手した。具体的には、次の（１）から（６）の手順を踏むことと

し、最終的には、本格適用により得られるデータによって、ＩＴ化戦略の策定・実行の改



５）本格適用手法の設計方針の検討と承認（以上、第１年度）

６）本格適用の検討と承認（以下、第２年度以降）

（２）研究委員会における基本問題検討の論点

１）測定手法開発の必要性（測定の目的、対象、結果の利用などの視点から）

２）測定の対象領域範囲（経営戦略課題、情報セキュリティ領域など）

３）手法開発の立脚点（どんなモデルを想定するか）

・ コーポレート・ガバナンスのモデル

・ ＩＴガバナンスのモデル

・ 両者の関係モデル

（３）研究チームの役割

研究チームは、下記の役割を担う。

１）文献研究

２）ＩＴガバナンスに係る基本問題の検討課題の整理

３）実験的な手法の設計試案の作成

４）同上の適用レビュー結果による改善案の作成（以上、第１年度）

５）改善手法の本格適用によるフィールド調査（以下、第２年度）

ほかに、研究チームは、研究経過の記録も担う。

４．研究経過の概要

平成１３年４月に研究方針を検討し、５月に研究チーム結成と同時に文献研究に着手。

７月に研究委員会を組織し、委員会における討議の論点を整理して、９月に第一回研究委

員会を開催。以後の経過は下表のとおり。

研究委員会 研究チーム

４月 研究方針の検討

５月 研究チーム結成

文献研究に着手

６月 文献研究を継続

７月 研究委員会委員の委嘱 文献の精読、抄訳

８月 委員会での討議の論点整理 文献研究結果の一次取りまとめ

９月 ９／２６　第一回委員会開催

（研究方法の検討、承認）

質問項目のデータ整理

１０月 なぜ今、ＩＴガバナンスか 質問票の基本設計

１１月 １１／　２　第二回委員会開催

（基本問題の検討） 実験的質問票の作成

１２月 質問票の実験的回答

１２／２０　第三回委員会開催

（実験的質問票のレビュー）

実験的回答のまとめ

レビュー結果の整理



１月 レビュー結果への対応検討

２月 　２／１４　第四回委員会

（レビュー結果による対応討議）

研究報告のまとめに着手

３月 　３／１４　第五回委員会

（１３年度研究報告の作成、承認）

研究報告の作成

研究チーム（事務局を含む）と委員長は、適宜のミーティングのほか、メーリングリス

トにより情報交換をして研究を推進した。また、研究チームの作業結果は、委員に電子メ

ールにより伝達した。

本報告書の本文および巻末に収録されている参照資料に見られるとおり、研究経過をつ

ぶさに見ると行きつ戻りつがあった。したがって、第一年度の報告書はそのことも含めて

研究経過報告の色合いが濃い。

５．研究成果概要

（１）文献研究

研究目的である手法の開発に拘らずに、「ＩＴガバナンス」を取り扱っている文献を広

く研究して、最終的に研究目的に資する文献研究を目指した。

（１）経緯

　ＩＴガバナンスという概念はまだ新しい概念である。数多くの文献を紹介している

代表的なテキストといったものはまだ存在しない。我々のアプローチは各種文献サー

チデータベースを「ＩＴガバナンス」をキーとして検索することから始まった。

結果としてリストに掲載する文献が見つかった。数は少ないが「ＩＴガバナンス」

をキーとした文献は全体でこの程度と推定される。

　これらの文献をメンバーが分担して通読し、概要・特性、ＩＴガバナンスの定義・

同キーワード、今回調査への備考の観点から整理したものが一覧表である。

文献研究取りまとめ表は、巻末に収録（参照資料２）

（２）概要面からの分類

　ＩＴガバナンスを考えるにあたって基礎的な文献か否かを協議し、マークをつけて

ある（マークはまだ一時的なものである）。より基本と思われるものに星の数を多く

してある。星３つがマークされた文献がもっとも基本的な文献であるが、これは３つ

の性格に分類される。

経営学者がアカデミックに書いた文献：これは Peterson の No.1、No.2 の文献、ならび

に星２つであるが Sambamurthy & Zmud の文献である。この両者は文献を相互参

照している。現在のところ、ＩＴガバナンスの研究ではこの２者のチームが代表的



なのかどうか確認したい。アカデミック議論の中心はＩＴを遂行する組織と権限の

あり方についてである。１点に集中した権限ではなく多元的な権限関係とそれをス

テークホルダー間で戦略目的に沿ったインテグレーションをする行い方が議論され

る。

Boston Consulting Group(BCG)に関連する文献：BCG の文献は通産省の報告書にある

とおりで、日本におけるＩＴガバナンスのオピニオンリーダーとなっている。我々

のスタンスは、ここで用いられているバランススコアカード（BSC）の手法と質問

内容をトレースし、実効的な測定方法（JUAS 案）を探ろうとするものである。通

産省報告書の BCG 案を使用して実際に測定を行った報告が JIPDEC の文献であ

る。星１つであるが水越の文献もこの範疇に入る。BSC 方式の特徴は、BSC の設

計にＩＴガバナンスに関する仮説が投影されているので、仮説を認めるかどうかを

よく議論しておかなければならない。

IT Governance Institute の文献：IT Governance Institute は監査系のグループが設立

した団体である。問題発見、解決戦略、実行と監視のサイクルが組織的にうまくい

っているかどうかを BSC により評点化していこうとするものである。実際に質問

のサンプルも提供されている。手法は BCG が用いたものと類似し、質問も類似し

ているので同一の分類と考えることも可能だが、質問の背後にある仮説が異なるよ

うに見えるので、現在のところは別の問題意識をもっているものとして扱ってお

く。

（２）ＩＴガバナンスにかかる基本検討

研究目的を「手法の開発」に置くとしても、その目的の妥当性に関して関係者の認識合

わせが必要との立場から、以下のような論点の基本検討がなされた。

　各論点についての検討過程と一応の結論を以下に記す。

論点１：なぜ今ＩＴガバナンスか

ＩＴの課題領域が、従来よりも拡張し、広域化、複雑化、多様化している。その拡

張領域の特徴は、次の３点で代表される。

（１） ビジネスプロセスの絶対的なスピード・俊敏さの追求

（２） 企業活動のＩＴ依存度の拡大に対応する運営インフラの整備

（３） セキュリティ対策、環境対策など社会的信用維持のためのリスクヘッジ

これらの拡張領域の課題に対する意思決定プロセスは、より大きな比重でトップ経

営者にかかる傾向があり、「ＩＴガバナンス」が注目されることになった。

論点２：ガバナンスレベル測定のニーズはあるか

上記の視点からすると、拡張領域に関するガバナンスレベル測定のニーズはあると

言える。



また、従来領域についても、ＩＴが比較的新しい分野であるので、従来の意思決定

プロセスの延長線上で十分に対応できているかという疑問もあり、執行状況と結果の

反省の意味でニーズがあると言える。

論点３：ガバナンスレベルの測定は可能か

ＩＴガバナンスの対象は、ＩＴ課題に対する初期の意思決定プロセスのみではなく、

ＩＴのライフサイクル全般が対象となる。この場合、測定が可能であるとは言えない。

測定範囲を初期の意思決定プロセスの企業戦略への適合性評価に絞って測定するので

あれば測定可能である。

測定対象は、意思決定プロセスの判断基準・組織運営・執行状況などに関するトッ

プ経営者（社長、ＩＴ担当役員）・ＩＴ部門責任者・利用部門責任者それぞれの認識と

する。

有効な測定結果を得るためには、回答の前提条件を設定して、それぞれの対象者が

異なる具体的事象を想定して回答することがないようにすることがポイントである。

論点４：測定の目的をどこに置くか

測定目的は、ガバナンスレベルの自己診断である。測定の過程と結果から知り得る

事柄の多くは、直ちに打つべき対策を示すと思われる。対策を示さないとしても課題

は明らかになる。

以上の議論を踏まえて、本委員会は以下のように「ＩＴガバナンス」を定義することとし

た。

ＩＴ活用にかんする行動を　企業の競争優位構築のために　あるべき方向へ導く権限

と責任の枠組みである。（JUAS）

　この定義設定に当たっては、ＩＴガバナンス自体が発展途上にあり、進化途中の状態に

ある、言葉を変えていえば、未成熟の状態にあるので、下記のような要素についての検討

が必要であると認識している。

①ＩＴ活用にかかわる利害関係者の体系化

②水先案内人や舵取りの役割を担うＩＴガバナンス推進者のスキルやリーダーシップ分

析

③コーポレートとＩＴガバナンスの統合モデルの設計

など。

　その時点で再度定義の見直しが必要となろう。

（３）実験的手法の設計



研究目的である「手法の開発」を実験的手法と本格的手法の２段構えで実施することに

した。言わば、プロトタイプ方式である。

実験的手法は、測定の対象領域、対象者などを限定したものであり、実験的な適用によ

って、本格的手法の開発に有効な知見を得ることを目的としている。

なお、実験的質問票は巻末に収録した。（参照資料２２）

考えられる測定の対象領域全体を図示したのが下図である。

測定の対象領域の範囲

さらに、ＩＴガバナンス（総体）に分類される下記の３領域の内容は次の事項を含むと

考えられる。

・組織運営の領域：組織／会議体／権限／規定／執行状況／組織間意思疎通／

組織間人事異動／理念／課題

・費用対効果の領域：全体経済効率

・経済性以外の領域：非経済的成果／不具合／被害／苦情／ＩＴ利用能力／

能力開発

コーポレートガバナンス

ＩＴガバナンス（総体）

ＩＴガバナンス（個別）

・経営戦略

・組織運営の領域

・費用対効果の領域

・経済性以外の領域

・個別のプロジェクト

（仕様、工程、費用、効果など）

コーポレートガバナンス

ＩＴガバナンス（総体）

ＩＴガバナンス（個別）

・経営戦略

・組織運営の領域

・費用対効果の領域

・経済性以外の領域

・個別のプロジェクト

（仕様、工程、費用、効果など）



実験的手法の設計に当たって検討された事項を整理したものが下表である。

（４）実験的質問票のレビューと対応検討

　作成した実験的質問表に委員会委員の企業内で回答を試み、合わせて質問表に対するレ

ビューを実施した。そのレビュー意見と意見への対応案をいくつかの項目に分類して整理

したのが下表である。

あらゆる範囲において実験的質問票は改善されなければならない。改善案のいくつかは

起案されたが、質問票全体としては対応のための検討の途上にある。

社長
ＩＴ担当役員
ＩＴ部門長

業務革新とＩＴ企画の推進組織

ＩＴ戦略・予算の審議プロセス

ＩＴ案件への利用部門の関与

ＩＴ運用業務のアウトソーシング案
件の審議

組織間意思疎通
／組織間人事異
動

（ＩＴ開発管理にかんする質問の一
部に該当する質問有り）

課題／理念 （該当する質問無し）

ＩＴ開発管理
ＩＴの社内評価
ＩＴの効果測定

非経済的成果／
不具合／被害／
苦情

（ＩＴの効果測定に関する質問の一
部に該当する質問有り）

ＩＴ利用能力／
能力開発

ＩＴの人材育成

ＩＴ投資の動向

企業業績の動向

企業規模の想定 中堅・大企業を想定

業種の想定 特定しない

想定される要素 実験的質問票の設計結果

その他（前提条件）

備考

個別案件の管理状況ではな
く、戦略的ＩＴ投資の審議・
意思決定プロセスが確立して
いるか否か、実行・評価プロ
セスを含めて利用部門が参画
しているか否か、など総括的
にＩＴ投資の経営戦略との連
携状況に絞って問うこととし
た。

質問対象領域は
どの範囲か

組織運営

費用対効果

経済性以外

組織／会議体／
権限／規定／
執行状況

全体経済効率

同左で共通
ＩＴ担当役員
ＩＴ部門長
利用部門長

検討のポイント

測定手法の利用
者は誰か

社長
ＩＴ担当役員
ＩＴ部門長
第三者

質問対象者（回
答者）は誰か

社長



項目 レビュー意見 意見への対応（事務局案）

回答者 ＩＳの専門家でなければ回答できない設問を
明確化する

回答者には経営レベル、ＩＴ部門長、利用部門長
など複数の人を想定する。

利用者側の回答を期待している設問を明確化
する。

すべての回答者に共通の設問のほか、個別回答者
別に設問をセットする。

ＩＴ部門以外の人を回答者に含める。 （設問ごとに回答者を想定する。）

経営のレベルの人を回答者に含める。 →　GAOの付記の吟味を含め、全面的に設計を
見直す。

     GAO：General Accounting Office

質問領域 ガバナンスの仕組みの有無に的を絞る。 組織形態とその運用など仕組みに焦点を当てて問
い、合わせて意識を問う。

ＩＴガバナンスについての意識を問う。 （→　個別投資案件の管理、効果評価に関して問
わない理由を整理する）

戦略的投資案件に的を絞って問う。

経営戦略との連携を問う。

ＩＴ部門の組織形態を問う。

報告経路の体制を問う。

ＣＩＯの権限を問う →　個別の設問の修正、追加、削除を検討する。

リスクマネジメント、セキュリティの項目を
問う。
サービスレベル、効率性の項目を問う。

インターネットアクセスなど使う側のルール
を問う。

質問方法 ＩＴガバナンスのモデルケースに照らし合せ
て問う。

→　事業組織構造とＩＴ組織形態によりＩＴＧモ
デルに差があると考えられるが、

効果の有無を先に問う。 これらの関係モデルを想定して整理する。（新し
い課題）

定義があいまいである。

｢審議｣とは何か、｢関与｣とは何か。 用語を定義する。（特に、計画と予算、投資と費
用、組織と会議体など）

回答例 ５段階より３段階の方が良い。 ５段階として、あいまいさをなくす工夫をする。

だいたいという選択肢はあいまい。 「どちらでもない」を含む３択質問のレーダ
チャートへのまとめ方を検討する。

わからないという選択肢もありうる。 「わからない」を追加し、その理由を問う。

選択肢「その他」には具体的内容を書いても
らう。

「その他」回答には、内容を問う。

回答が２や１の場合、その理由や解決策（妙
案）を問う。
設問7-2は複数回答にする。

その他 事業部構造／風土／組織によって違うことは
認識する必要がある。

前述

定義や枠組みの整理が必要である。 定義等の整理を記載する。

コーポレートガバナンスとの整理が必要であ
る。
依頼状に調査目的、ＪＵＡＳのＩＴＧ定義を
含める必要がある。
最後に全体のコメントをフリーに記述しても
らう。

フリーの記述を検討する。

「なぜ、今、ＩＴガバナンスか」の議論を踏ま
え、経営戦略との連携、リスクマネージメントな
どの項目を追加する。

６．残された課題

　第二年度には本格的な質問票を仕上げて、それを用いて多数の企業のＩＴガバナンスレ

ベル測定を実施することを予定している。本格的な質問票の作成と測定調査に当たって、

次の課題に取り組むことになる。



（１）実験的質問票の改善

第一年度である今年度の活動は実験的質問票の作成とそのレビューであった。そのレビ

ュー結果による質問の改善は多岐にわたるが、改善検討は途上である。その改善検討のポ

イントは以下のとおりである。

＊質問票の分割

・共通の質問

・社長およびＩＴ担当役員を対象とする質問

・ＩＴ担当役員またはＩＴ部門長を対象とする質問

・ユーザー部門長を対象とする質問

＊各質問の改善（誰を対象とする質問であるかを考慮）

＊回答結果のレーダーチャート表示（表示対象の選別、表示方法）

　　＊回答者によるバラツキの整理方法

（２）質問票の解説の作成

また、質問票は自己診断の手段となるので、実験的質問票の段階では準備されていない

質問票自体の解説が必要である。その解説に含まれるべき事項は以下のように考えられる。

＊自己診断の必要性（近年の環境の変化、課題の把握と改善の方向）

＊ＩＴガバナンスとは（JUAS の定義、コーポレートガバナンスとの関係）

＊ＩＴガバナンスの想定モデル（事業組織形態とモデル、ＩＴガバナンスの全領域）

＊質問票の領域範囲（絞った理由、省いた理由）

＊使用する用語の定義（特に、計画／予算、投資／費用、組織／会議体など）

（３）個別プロジェクトのガバナンスにかかわる検討

　なお、質問票の領域範囲外の下記の事項について、既存の測定方法を含む方法論につい

て解説する必要性も検討しなければならないと考えられる。

＊個別プロジェクトの効果評価

＊個別プロジェクトの管理



１．ＩＴガバナンス関連文献

（１）文献研究概要

　企業において、ＩＴ（情報技術）が注目されているが、一方でＩＴガバナンスはまだ新

しい概念であると考えられる。そのため、数多くの文献を紹介している代表的なテキスト

といったものはまだ存在していない。そこで、研究チームでは、研究調査の第一歩として、

文献研究を行うこととした。

文献研究を行う主な目的は、次の項目である。

①ＩＴガバナンスの枠組みがどのように捉えられているかといった概要や特性を理解

する。

②ＩＴガバナンスはどのように定義されているか、どのようなものがＩＴガバナンス

のキーワードとなっているかを把握する。

③今後の研究調査との関係があるか、有効となるかを確認する。

　

ＩＴガバナンスや情報化投資に関連する既存の文献だけでは数が少ないため、各種文献

サーチデータベースを用いて、「ＩＴガバナンス」をキーとして、文献検索を行った。そ

の結果、「ＩＴガバナンス」をキーとした文献を検索することができた。これら文献は、

ＩＴガバナンスや情報化投資に関する文献だけでなく、ＩＴガバナンスに関する文献の多

くが参照しているバランス・スコアカード（BSC）に関する文献を含んでいる。

これらの文献を研究チーム内で分担して通読し、①概要・特性、②ＩＴガバナンスの定

義・同キーワード、③今回の調査への備考、といった観点から整理した。この整理結果に

ついては参考文献リスト（参照資料１）を作成した。

この結果をもとに、ＩＴガバナンスの定義に関する理論的根拠と測定評価対象領域すな

わち質問領域の事例を探る目的で文献研究の整理を実施し、これらの文献研究を通じてＩ

Ｔガバナンスにかかわる基本問題を整理した。

　これにより、ＩＴガバナンスおよびガバナンスレベル測定手法の文献研究とした。

　

ＩＴガバナンスを考えるにあたって基礎的な文献か否かを協議し、マークをつけて分類

作業を行った（マークはまだ一時的なものである）。星の数は０～３個として、最も基本

な文献と思われるものには星の数を３としてある。また、星の数が０のものは、ＩＴガバ

ナンスに直接言及していない文献である。しかしながら、星の数が０であっても、Kaplan，

R.S. & Norton D.P. の BSC に関する文献のように、ＩＴガバナンスや情報化投資の評価

測定において、広く活用されているものもある。

さて、これらの文献はその概要面から大きく３つの性格に分類される。第一に、経営学

者が書いた文献であり、アカデミックな色彩の強いものである。これらの代表的な文献と

しては、Peterson R.R.や Sambamurthy V. & Zmud R.W.のものがある。

第二に、ＩＴガバナンスに関するサーベイを中心とした報告書の文献がある。これらの

代表的な文献には、Boston Consulting Group（BCG）と通産省（現経済産業省）からの

報告書である。最後に、IT Governance Institute の文献がある。



これらの概要は以下のとおりである。

経営学者がアカデミックに書いた文献：

これは星 3 つとなった Peterson らの文献、ならびに星２つであるが Sambamurthy V. &

Zmud R.W.の文献である。この両者は文献を相互参照している。現在のところ、ＩＴガバ

ナンスの研究ではこの２者のチームが代表的なのかどうか確認したい。アカデミックな議

論の中心はＩＴを遂行する組織と権限のあり方についてである。１点に集中した権限では

なく多元的な権限関係と、それをステークホルダー間で戦略目的に沿ったインテグレーシ

ョンをする行い方が議論される。

Boston Consulting Group（BCG）に関連する文献：

BCG の文献は通産省の報告書にあるとおりで、日本におけるＩＴガバナンスのオピニオ

ンリーダーとなっている。我々のスタンスは、ここで用いられている BSC の手法と質問

内容をトレースし、実効的な測定方法（JUAS 案）を探ろうとするものである。通産省報

告書の BCG 案を使用して実際に測定を行った報告が JIPDEC の文献である。星１つであ

るが水越の文献もこの範疇に入る。BSC 方式の特徴は、その設計にＩＴガバナンスに関す

る仮説が投影されているので、仮説を認めるかどうかをよく議論しておかなければならな

い。

IT Governance Institute の文献：

IT Governance Institute は監査系のグループが設立した団体である。問題発見、解決戦

略、実行と監視のサイクルが組織的にうまくいっているかどうかを BSC により評点化し

ていこうとするものである。実際に質問のサンプルも提供されている。手法は BCG が用

いたものと類似し、質問も類似しているので同一の分類と考えることも可能だが、質問の

背後にある仮設が異なるように見えるので、現在のところは別の問題意識をもっているも

のとして扱っておく。

　さらに、これら文献調査は、研究委員会で検討され、研究委員会メンバー相互のＩＴガ

バナンスへの認識および研究調査をやるにあたって前提となる目的の合意などに役立てた。

　そして、この文献調査そのものの情報は、この研究委員会が共用するインフラとして価

値があることが了解された。

（２）定義・領域の調査

　ＩＴガバナンスをどのように定義するか、またＩＴガバナンスの領域はどこかといった

問題を検討するための文献調査であるが、文献調査リスト（参照資料２）の整理を行い、

これを基に進めた。

　まず、日本国内におけるＩＴガバナンスに関する代表的な調査報告書として、1998 年の

BCG／通産省（現経済産業省）の「ＩＴガバナンススコアカード策定支援プロジェクト」



がある。ここでの定義は、「企業が競争優位性構築を目的に、ＩＴ（情報技術）戦略の策

定・実行をコントロールし、あるべき方向へ導く組織能力」としている。

　他にも Peterson R.R.や Sambamurthy V. & Zmud R.W.のＩＴガバナンスの定義がある。

これらの定義に関しては、「Ⅱ．実験的質問項目の設計と評価調査」に詳しい。このよう

な既存のＩＴガバナンスの定義や枠組みの文献調査をもとに、JUAS として、ＩＴガバナ

ンスの定義や枠組みをどのように整理するかといった問題を研究委員会において行った。

　研究委員会では、ＩＴガバナンスにおける定義・領域について、次のような議論があっ

た。

　①ＩＴガバナンスの定義・枠組み

・ 日本におけるＩＴガバナンスの定義は何かがはっきりしない。

・ なぜ、ＩＴだけがガバナンスといわれているのか。見えにくさ，リスク，不連続

による学習の蓄積の困難さからか。

・ＩＴガバナンスは「ハヤリ」か、であればどう利用するか。

・ＩＴガバナンスはトップダウンか、違う仕組みなのかもよくわからない。

②ＩＴガバナンスの必要性

・ ＩＴ技術思考だけでは全体の整合性がとれず、投資に見合う成果がでない。

・ 情報の共有化が重要な経営課題となってきている。

・ 今まではＩＳ部門だけで、何とかなっていた、またはやる必要がなかった。しか

し、ＩＳ部門だけでは解決できないことが増加し、全社的な知識、アイデアが必

要となっている。

・ ＩＴの活用とリスク管理の必要性に迫られている。

・ ＩＴにおけるコスト管理の必要性が高まった。

③ＩＴガバナンスの領域

・ グループ各社がＩＴを活用した経営を考えている。企業グループまで範囲が拡大し

ている。

・ 企業統合の場ではＩＴ統合が重要課題となっている。

・ システムがバックオフィス中心からフロントへ拡大している。

・ アウトソーシングへの対応も含まれる。

　④ＩＴガバナンスとコーポレートガバナンスとの関係

このような研究委員会からの貴重な意見が、ＩＴガバナンスの定義・領域や質問の設計

等に有効となったとともに、今何故ＩＴガバナンスなのかといった論点を再度検討する土

俵を明確にすることができたと考える。

　上記④のＩＴガバナンスとコーポレートガバナンスとの関係については、海老澤委員長

からコーポレートガバナンスの多くの文献を紹介してもらい検討している。さらに、組織

風土に関する測定についても調査研究中である。



（３）質問項目・チェックリストの調査

　何のために、何を、誰を対象として、どんな方法で調査するのかを念頭におき、JUAS

方式のＩＴガバナンスの測定を行うために、既存の文献を調査研究した。ここでは、以下

の文献の質問項目やチェックリストを調査した。

①BCG／通産省：『ＩＴガバナンススコアカード策定支援プロジェクト』

　この調査は、金融（３社）、消費財（２社）、運輸（２社）、ハイテク（３社）の１０社

に対して行われている。質問項目は大項目として４項目あり、全質問項目数は２５問であ

る。また、評価方法は０～４点の５段階評価による回答方法の形式を取っている。

　４つの各大項目の内容は以下のとおりである。

(a) 経営トップの意思決定構造（社長／CEO の役割ならびに経営トップ会議体・ボ

ード機能）

(b) 経営トップの意思決定構造（CIO の役割）

(c) スタッフ機能のパフォーマンス（トップマネジメント／全体最適のためのサポー

ト）

(d) スタッフ機能のパフォーマンス（ユーザー部門に対するサポート）

　また、ＩＴガバナンスと企業パフォーマンスとして、ＩＴガバナンススコアと株価との

相関を指摘している。

　②JIPDEC：「コンピュータ利用状況調査」

　この調査は、JIPDEC が毎年実施している「コンピュータ利用状況調査」の中に含まれ

ており、1999 年、2000 年と２年間実施されたものである。1999 年の調査における質問項

目は、上記①の BCG／通産省のプロジェクト報告書にある設問（２５問）と５段階の評価

による回答は共に同一である。2000 年の質問項目は、1999 年の回答でポイントが低かっ

た設問（８問）に絞っている。

③淀川高喜（NRI）：『ＩＴガバナンスの確立に向けて』

ここでは、企業がＩＴガバナンス（統治力）とＩＴケイパビリティ（提供力）の２つの

マネジメント力が必要であることを指摘している。さらに、ＩＴケイパビリティをバラン

ス･スコアカードの考え方を用いて総合評価項目を提示している。

　さらに、文献①と③との質問項目の比較を行った。

●参照資料３：「NRI のＩＴケイパビリティと BCG の案の比較」事務局（細川），2001/8/10



上記の文献を参考にして、ＩＴガバナンスの定義や領域、コーポレートガバナンスとの

関係の捉え方の違いや、事業構造やアウトソーシングの有無によって、質問項目を検討す

ることとなった。

これらの文献調査を通して、研究委員会で議論した中では、

・最初から「測定」となることに違和感がある。

・測定については、ＩＴ部門に調査しても仕方がない。

・日本の組織を考えるうえで、ユーザー部門が主体的にＩＴを活用するといった質問

が無い。

などといった議論もされた。

　これらの文献調査を基に、質問項目データベースを作成した。このデータベースは、そ

の後の研究委員会や研究チームの会議の内容を追加・加筆して、更新している。来年度以

降の質問票作成に有効となるものと考えている。

なお、これら文献調査の後に、文献のとりまとめ、定義・領域の設定や質問項目の設計

を行ったが、これらの定義に関しては、「Ⅱ．実験的質問項目の設計と評価調査」に詳し

い。

＜参考文献＞

田尾雅夫，若林直樹編著：『組織調査ガイドブック』，有斐閣（2002）



Ⅱ．実験的質問項目の設計と評価調査

１．定義・領域の設定

（１）文献研究のとりまとめ

　ここではコーポレートガバナンスからＩＴガバナンス、そしてスコアカードに至る道筋

を文献に従いながら整理しておく。道筋自身のつながり、特にＩＴガバナンスがコーポレ

ートガバナンスとどのように関わっているのかについては、必ずしも理論的に整理されて

いるとは言いがたいという指摘もあろう。この点は今後の研究課題である。

コーポレートガバナンスとＩＴガバナンス

　Shleifer and Vishny(1997)は、コーポレートガバナンスについて、「コーポレートガバ

ナンスとは、投資家が彼らの投資からリターンが得られることを確信する方法を扱うもの

である」、と述べている。具体的には以下の 3 点を確認するものである。

①投資家は、彼らの投資に対して利益をもたらす経営者をいかにして得るのか？

②投資家は、経営者が誤ったプロジェクトに投資して彼らのお金をムダにしていない（盗

んでいない）ことを、どうやって確信するのか？

③投資家は、経営者をどのようにコントロールするのか？

Grembergen(1997 および 1998)は、コーポレートガバナンスに関するこの 3 点を言い

換えて、次のような「ＩＴガバナンスとは」という命題を提案した。

①経営者は、彼らに対して利益をもたらす CIO や IT 部門をいかにして得るのか？

②経営者は、CIO（あるいは IT 部門）が、誤ったプロジェクトに投資することによっ

て資本をムダにしていないことを、どうやって確信するのか？

③経営者は、CIO や IT 部門をどのようにコントロールするのか？

　このように、ＩＴガバナンスは、コーポレートガバナンス領域を構成する部分領域であ

ると考えられている。なぜなら、それは、ＩＴ投資に関する意思決定や実際のインプリメ

ントするメカニズムが、コーポレートとして正しく働いているか（統治されているか）と

いう問題だからである。



しかし、ここで注意しなければならないことは、コーポレートガバナンスは「投資家の

ために、つまりステークホルダーのために」あると考えられているが、それをＩＴに置き

換えた Grembergen の定義では「経営者のために」あると考えられている点である。コー

ポレートガバナンスは投資家が経営者を統治する問題を言い、ＩＴガバナンスはコーポレ

ートガバナンスの下位概念として経営者がＩＴを所管する部門を統治する問題を言ってい

る。

ＩＴも経営者のパフォーマンスを通じて最終的には投資家に達する問題である。そうで

はあるけれども、ＩＴそのものの技術的な特性や問題点のわかりにくさから、一足飛びに

投資家が統治する問題として考えるのではなく、まずは経営者が統治する問題として考え

るものだと捉えられているのである。これについてわれわれの委員のレポートに以下のよ

うなわかりやすい意見があったので引用しておく。

「そもそも、コーポレートガバナンスの基本的な考え方は、『経営者に対する監視制度』

をいかに整備し、それによって株主の利益を確保する目的からでてきていると理解して

いる。これをＩＴガバナンス論議に当てはめると、『経営者の利益（企業経営への寄与）

を確保する目的で、いかにＩＴ自体、もしくはそれを所管する部門を監視するか』とい

う仕組みの論議である」

ＩＴガバナンスとスコアカード

Kaplan and Norton(1992、1993、1996a、1996b)がコーポレートレベルにバランスス

コアカードを導入したことは周知のとおりである。その後、Gold(1992、1994)、

Willcocks(1995)、Grembergen and Bruggen(1997)、Grembergen and Timmerman(1998)

によって、ＩＴガバナンスにバランススコアカードを利用する考え方が発展してきた。

ＩＴガバナンスのスコアカードは、大きくは戦略レベルのバランススコアカードと、開

発レベルのバランススコアカードに分類される。Grembergen の資料から各バランススコ

アカードの関係を整理すると参照資料４のようになる。バランススコアカード方法はさら

に米国会計検査院(GAO)のＩＴ投資評価方法に盛り込まれている。

●参照資料４：「ＩＴガバナンス・バランススコアカードの考え方」

ＩＴバランススコアカードは、第一に、スコアをつける視点として Kaplan 等の研究に

基ずく「４つの領域」をもっていること、第二に「原因と結果(cause and effect)関係」を

明らかにするような要因を考えていることの、２つの点が特徴である。バランススコアカ

ードの「バランス」という言葉には、このように視点を構成する領域がバランスしている

という意味と、測定項目として原因と結果関係がバランスしていることの、２つの意味が

ある。



これに対して、バランスを必ずしも Kaplan のアイデアのようには意識していない場合

を、単にスコアカードと呼ぶことにしよう。後ほど説明するように、本報告で行った質問

項目の設計は、上のような意味でのバランス性をそれほど意識したものではないので、わ

れわれの質問調査の方法はバランススコアカードではなく、スコアカードである。

質問項目データベースの作成

幾つかの文献には具体的な質問項目が示されている。これらの質問項目をデータベース

化しておけば、今回の質問項目の設計に役立つばかりではなく、今後、ＩＴに関する質問

を考えるにあたって有益な情報を効率的に得る手段となる。たとえば、システム要求仕様

段階で、対象とするＩＴ部門のマネージメントの状況をヒアリングしようとするときなど、

ＩＴガバナンス以外にも使われる道が存在しよう。

過去のこうした知識を、JUAS のような第三者機関が質問項目データベースとして構築

し、それを一般に提供していくことも効果があるのではないかと思われる。データベース

には、文献から拾った質問だけではなく、今回の研究会で検討した質問も多数登録されて

いる。これらの質問はアイデア段階で、研究メンバーの発想に基づき登録したものである。

●参照資料 5：「質問項目データベース」最新版

（２）定義・領域の設定

先行研究におけるＩＴガバナンスの定義は、以下に幾つかの文献の定義を並べてみると

わかるように、一定ではない（注：文献では必ずしも定義だと述べていない場合もある。

文脈から推定して定義だとしたものもある。）。

Peterson 等の定義：「ＩＴガバナンスは、ビジネス及びＩＴの戦略的な目的に対して、

期待されるパフォーマンスを得るために、ＩＴ意思決定のフォーマルな与え方と、構造

的、機能的、社会的インテグレーションの機構とのデザインである。」「ＩＴガバナンス

は、公式の階層上の権限の所在だけではなく、非公式で水平的な要素、調整や統合の仕

組みも含んでいる」

Turner and Weil の定義：「全社的なＩＴ環境に関するコミュニケーション、指揮、管理

の構造やプロセスである。」

Sambamurthy and Zmud の定義：「ＩＴに関連した組織上の権限のパターン」



IT　Governance Institute の定義：「ＩＴガバナンスは取締役会および執行役員が責任

を持つものである。それは企業全体のガバナンスの一部である。また、それは、ＩＴが

組織の目的・戦略を維持したり拡大したりすることを強めるところの、リーダーシップ、

組織構造、プロセスから成り立つ。」

研究会では出発点として、ＩＴガバナンスに関する概念を共有できるように、「定義」

について議論を加えた。本節はその議論の内容について説明を加え、最後の項では現段階

におけるわれわれの定義を示している。

BCG／経済産業省の定義

BCG（ボストン・コンサルティング）/経済産業省のＩＴガバナンスに関する先行調査・

研究は、われわれの調査研究の出発点をなす資料である。したがってその中のＩＴガバナ

ンスに関する定義もわれわれの出発点になるものであった。BCG/通産省の定義は以下の

ようになされている。

BCG/通産省の定義：「企業が競争優位性構築を目的に、ＩＴ（情報技術）戦略の策定、

実行をコントロールし、あるべき方向へ導く組織能力。」

定義だけでははっきりしないところがあるが、同時にスコアカードに具体化されている

質問項目も読むと、BCG/通産省の定義されている「組織能力」という意味は、経営層お

よびＩＴスタッフの「構造とそのパフォーマンス」に焦点を置いた能力を言っていると考

えられる。さらに詳細には、経営層は経営トップと CIO の役割分担が分けて考えられてい

る。同じようにＩＴスタッフも、コーポレートＩＴスタッフとライン現場のＩＴスタッフ

の２つに役割が分けられている。

これに対して JUAS では、「日本企業においては、システムを使いこなし、あるいは有

効にＩＴを活用する場合には、BCG/通産省のレポートが対象外としているラインのリー

ダーシップが非常に重要であり、このラインへの質問、評価をどのように取り上げるのか

がポイントである」と考えている。ラインへの質問を重視するとことが JUAS の視点の特

徴である。

NRI（野村総研）（淀川）では、「企業は変革に向けて利用者側と提供者側それぞれの面

において、改めて、２つのマネージメント力を確立すべきである」としている。２つのマ

ネージメント能力とは、１つは、ＩＴ利用者側においてＩＴをビジネスに使いこなすＩＴ

統治能力（ＩＴガバナンス）と、もう１つは、社内ＩＴ部門やＩＴ子会社、アウトソーシ

ングベンダーにおいてＩＴを提供する能力（ＩＴケイパビリティ）である。



この NRI が提案する２つの能力で BCG/通産省の質問項目をチェックしてみる。すると、

NRI がＩＴガバナンスとしている項目は、一部を除いてほぼ BCG/通産省の質問の中にも

取り上げられている。除かれているものは、ＩＴプロジェクト管理・品質という項目と、

ＩＴリスクの項目である。

一方、NRI がＩＴケイパビリティと呼ぶ項目については、BCG/通産省の質問項目には

ほとんど入っていない。ここでケイパビリティの質問項目とされているのは、個別システ

ム計画、システム調達、システム構築、システム維持管理、技術活用、プロジェクト管理、

品質管理、システム運用、ユーザーサービス、リソース管理である。

このように、NRI が提案する考え方と、先ほどの BCG/通産省レポートに対する JUAS

の視点とを重ねてみよう。そうすると、要するに JUAS の言いたいことは、BCG/通産省

の質問をベースにするときには、それに対してラインリーダーシップの評価と、ＩＴケイ

パビリティに関する評価を加えなければならないということになる。

JUAS 内部では BCG/通産省の定義を援用して以下のようにＩＴガバナンスの定義を修

正したが、この修正で「あるべき方向へ導く組織能力」を「あるべき方向へ導く組織行動」

とした理由には上のような意味がある。ガバナンスによってＩＴが統治され、仮に戦略的

に必要だとなって投資されるとしても、それを実際に行動する側面としてとらえるべきで

はなかろうかということである。

JUAS による BCG/通産省定義の修正：「企業が競争優位性構築を目的に、ＩＴ（情報技

術）戦略の策定、実行をコントロールし、あるべき方向へ導く組織行動。」

実際、のちほど説明するように、JUAS の質問ではＩＴケイパビリティに属する質問が

大幅に加えられることになった。

●参照資料 6：「ボストンコンサルティンググループの最終報告書を読んで」事務局(細

川)、2001/4/4

●参照資料 3：「NRI のＩＴケイパビリティと BCG 案の比較」事務局(細川)、2001/8/10

●参照資料 7：「ＩＴガバナンス JUAS」事務局(細川)、2001/7/25

●参照資料 8：「ＩＴガバナンス JUAS の概念図」事務局、2001/9/21

.MITの定義

MIT の情報システム研究所（Research Center for Information System）では 2001 年

の重点プロジェクトとしてＩＴガバナンスのアセスメントを行っている。ここにおけるＩ

Ｔガバナンスは以下のように包括的な概念である。



MIT の定義：「ＩＴ活用において望ましい行動を助長するための意思決定と説明評価

(accountability)のフレームワーク」

MIT の定義における関心の対象は、ＩＴの利用に関して、企業として望ましい方向へ舵

がとられているかというフレームワークにある。アセスメントの目的は利用側のマネージ

メントのあり方や現状調査を重視した定義である。さらに、利用側のマネージメントの主

たる関心は、投資とその承認のプロセスに関することと、ＩＴの方向性とビジネス戦略の

方向性の一致に関することの 2 点である。

BCG/通産省（および JUAS 修正）と比較して、MIT の定義には何のために行うのかと

いう説明を入れていないという問題点がある。ＩＴガバナンスはコーポレートガバナンス

を構成する一分野であるから、ＩＴガバナンス単独で定義するのではなく、コーポレート

ガバナンスと紐がついていることを明確にした方が良いという考え方である。一方、ＩＴ

ガバナンスという目的の実態は、BCG/通産省では組織能力、同 JUAS 修正では組織行動

という言葉を使っているが、MIT ではフレームワーク（枠組み）という言葉になっている。

また、BCG の定義では対象がＩＴ戦略と実行であるが、MIT ではのぞましいＩＴ活用

ということになっていて、対象をより広くとっている。

●参照資料 9：「MIT の方針と定義」事務局(鷲崎)2002/2/23

なぜ今ＩＴガバナンスか

ＩＴガバナンスの定義を議論している中で、なぜ今ＩＴガバナンスなのかという点を議

論してみた。委員各人が紙１～２枚程度のメモを提出して議論した。総論として、「いま

ＩＴガバナンスが関心を持たれている理由は、企業経営を取り巻く環境条件のうち、特に

ＩＴの環境条件の変化が顕著であり、経営戦略を策定・実行するに際して、ＩＴ戦略と綿

密に整合性をとる必要性が高まってきたからだ」ということでまとまった。企業が競争優

位性構築を目的に経営戦略を策定・実行するに際して、ＩＴ活用の意思決定と達成責任の

枠組みが重要になったとも言える。

議論の過程で環境の変化としてあげられたものは、情報犯罪などの社会的条件の変化か

ら、EC などの経済活動やビジネスルールの変化、携帯電話や Web アクセスに象徴される

コミュニケーションの変化など、改めて大きく、かつ将来にわたって影響を与えるだろう

と思われる項目である。各委員から出されたキーワードは参照資料 10 を参照されたい。

●参照資料 10：「なぜ今ＩＴガバナンスか（回答集からの編集）」事務局(奥田)、2001/11/2



JUASの定義

BCG など先行した定義と、上に述べたわれわれ研究委員の議論の結果を踏まえて、Ｉ

Ｔガバナンスの JUAS 定義を以下のように定めた。

JUAS の定義：ＩＴ活用に関する行動を（企業の競争優位構築のために）あるべき方向

へ導く権限と責任＜意思決定と達成（説明）責任＞の枠組みである。

（　）内を除き、＜＞内の言葉を用いるとほぼ MIT の定義に近くなる。（　）内につい

ては、MIT の定義に述べたようにＩＴガバナンスの目的を説明するために入れるべきだと

いう意見が多い。少数として、ＩＴは競争優位構築のためだけではなく、日常的な運用や

保守作業もあるから、競争優位構築ということだけを入れるべきではないという意見もあ

る。

＜＞内については、意思決定と達成は目的として当然であるが、それに限定する必要は

なく、広い意味の権限一般を枠組みとすべきだという意見が多い。

●参照資料 11：「ＩＴガバナンスの定義」事務局(奥田)、2001/11/12



４．質問項目の改善

この節では今回の実験的質問項目の設計と実際の評価調査を行った結果を踏まえて、今

後における質問項目の改善方向について多少触れておきたい。Ⅰ章で分析を試みたように、

ＩＴガバナンス調査の出発点は欧米における議論にある。しかも我々の質問設計のデータ

ベースの出発点も欧米の文献にその多くを負っている。したがって、欧米型のＩＴガバナ

ンスを出発点にした質問項目を日本企業に適用し、有効な結果を見出すためにはどのよう

な問題点を改善しなければならないかという観点が重要である。

（１）改善課題

以下にその観点から 7 項目を特筆する。

① 利用者部門の役割の強化

　従来の調査方式は、社長とＩＴ部門スタッフがＩＴ推進の担い手であり、利用者の協力

の部分への考察が薄くなっているが、日本企業における実態は利用部門のＩＴ責任がます

ます増えつつある。この現実にあった調査方式であらねばならないこと

（参考：JUAS のＩＴ動向調査 2002 より）

 日本企業においては、ＩＴ推進体制は中央集権型のみならず分散型が 10％、連邦

政府型が 20％存在すること

 また日常運用するサーバー系の運用責任については、すでに 14％のユーザーが利

用部門で責任を持ち将来については 50％のユーザーが自分で運用責任を持たざる

を得ないと思い込み始めていること

② ＩＴ部門と利用者のＩＴ活用に対する認識の差を持った質問の必要性

利用者とＩＴ部門、あるいは企業経営者の間には、ＩＴ利用に関する相当に深い認識差

が存在する。この認識差を意識したＩＴガバナンスの質問でなければならないこと。

（参考：JUAS のＩＴ動向調査 2002 より）

 ＩＴ部門は「ＩＴ投資案件は、経営戦略や、利用部門の要望が十分に反映されて

いるか？」との質問に対して 47％のＩＴ部門責任者が「そう思う」と回答したの

に対して類似質問に対する利用者の反応は「そう思う」はたったの 12％しかない。



③ 複数回答者間には、相当にＩＴについての評価差が存在すること

今回ごく少数の企業について予備質問したところ、ＩＴ部門長（CIO 取締役以上）とＩ

Ｔ部長の間に、質問に対する認識差が現れてきた。同じ会社のＩＴ部門においてさえも、

上司は良い評価をつける傾向があり、部下は厳しめに評価する傾向がある。上司は実情を

知らないから点が甘くなるのかとも考えられるが、必ずしもそれだけではないであろう。

いずれにしても、この複数の回答の認識差を評価できる方式であることが必要である。

これは質問を作成する立場になると一歩進んだ質問を準備せねばならず、相当に推敲を重

ねた質問にしてゆかねばならない。また回答のバラツキの評価方法も衆目の納得ゆくもの

でなければならない。

④ 社長の願望を部下が十分に認識しているのかどうかを知ること

従来のＩＴガバナンス調査はひとつの質問に一人が回答する単純な方式になっている。

しかし、「同じ質問を社長以下数人に対して行い、その結果で重要事項が社内で上から下

まで一貫して徹底されているか？」を確認するのもＩＴガバナンスの重要な要素である。

他社と比較してＩＴガバナンスの程度が高いか否かを調査するだけでなく、「社長の指

示、経営への想いについての社内への徹底度を問う」のももうひとつの見方である。

この「ＩＴガバナンスの程度」と「徹底度」の二つの観点が可能な質問でなければなら

ない。

⑤ 中堅企業でも利用可能なことと、大企業の社長に受けてもらえる質問であること

この二つの要素を満足する質問であること。大企業の CIO 以下への質問と中堅企業の

社長以下への質問は同じ内容でも通じると思われるが、大企業の社長への質問は、「その

ような細かいＩＴに関する質問は CIO の役割である」と「却下」されてしまうおそれがあ

り、別に準備する必要がある。大企業の社長のマナーが、それで良いか否かの議論はさて

おいて現実には無視できない課題である。

今回は大企業の社長用質問は別に準備し、その質問についての社内関係者の意見の一致

度を問うとの結論になった。ただし各社長の意識さ，ＩＴについての経験,関心などによっ

て回答に差が現れると思うので、なお質問の練り直しが当分必要であると思われる。

⑥ 客観データの採取が可能なこと

今回の予備質問で、回答者間での差を求めるためには、できるだけ主観を排除した客観



データを収集する必要がある。この意識を持って質問を見直す必要がある。

⑦ セキュリティについての質問を含むこと

近年セキュリティについては各種ヴィールスの活動もあり重要性は認識されてきたもの

のなお日本企業についてはセキュリティ対策は甘いとの現状認識がある。

この問題は将来においても重要な課題であり質問に含まれるのが望ましい。

（２）改善の手順

以上述べたような課題を乗り越えるために、質問表の改善について、以下の２つの項

目を推進することが必要となる。

・ 今回の仮調査結果をレーダーチャートに書き、その結果で質問あるいは評価方式を

見直すステップを、まずとらねばならない。その結果を検討して、一社で複数人の

回答を受けた場合に、認識の差を実態に即して把握できる質問と、わかりすい評価

方法を確立すること

・ 数回の調査を重ねてそのＩＴガバナンスデータを蓄積しつつ質問内容を変化させて

ゆく見通しを持つこと
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参照資料３　　ＮＲＩのＩＴケイパビリテイとＢＣＧ案の比較

ＮＲＩのＩＴケイパビリティ（提供力）とＢＣＧの案の比較　　2001/8/10　細川泰秀

§　ガバナンス確立度とケイパビリティ（提供力）のニ面で考えている。やや実務的か？

ＮＲＩの項目 左に対応するＢＣＧの項目 コメント

個別システム計画 個別な問題は取り上げてい

ない

Ｑ24 重要なＩＴ投資プロジェクトにつ

いては事業として位置付けられている

か？

システム調達 特に触れられていない Ｑ23：ベンダーに頼るべきところについ

てはきちんとシニアーレベルでマネジメ

ントができているか？

・入札、交渉、契約形態

システム構築 特に触れられていない

システム維持管理 特に触れられていない

技術活用 特に触れられていない

プロジェクト管理 Ｑ24：ハイレベルによる進

捗管理は意思をこめて行わ

れるか？

キメの細かさが違う

品質管理 特に触れられていない Ｑ23：内部と外部の間に価格対品質の競

争が常に意識されているか？

システム運用 特に触れられていない

ユーザーサービス 特に触れられていない Ｑ23：サービス提供側と享受側で明確な

契約がかわされているか？

リソース管理 特に触れられていない Ｑ19：インフラ領域の標準化によってど

の程度のコストメリット（スケールメリ

ットの源泉）があることを、きちんと理

解しているか？

§　ＩＴガバナンス確立度

ＮＲＩの項目 左に対応するＢＣＧの項目 コメント

ＩＴ戦略 Ｑ2：経営トップがＩＴを経営改革、

事業改革における「競合差別化」や「付

加価値創造」の源泉・ツールと位置付

けている。

○

ＩＴ説明責任 Ｑ15：経営トップへのＩＴ戦略に関す

る意見具申

ＮＲＩの方が範囲が広いのか

も？

ＩＴ予算，ＩＴコ

スト

Ｑ16：全社投資案件の優先順位付け

Ｑ25：システム評価を行っているか？

Ｑ24：個別プロジェクトの進捗、資金

ＮＲＩは新規案件のみならず

予算全体の議論を問うている

のか？

ＮＲＩ：投資効果の議論につ



の流れを少なくとも、月次レベルで把

握。中止を含む軌道修正の実施

いては？

ＩＴプロジェク

ト・品質

特に触れられていない ＮＲＩの内容は？

ＩＴアーキテクチ

ャー

Ｑ19：アーキテクチャー/標準化

標準化、将来性、システム構成などに

ついて細かくふれている

○同上

ＩＴリスク 特に触れられていない 投資計画申請時からリスクに

着目することは重要な課題

ＩＴ人材 Ｑ17：自社ＩＴ要員の能力管理 ○

ＩＴ技術 Ｑ19：アーキテクチャー／標準化で一

部触れられているが、十分ではない

ＮＲＩの方が範囲が広いのか

も？

パートナーリレー

ション

Ｑ12：ＣＩＯとユーザー部門との関係 パートナーとはユーザー部門

だけではないはず。ＮＲＩの

方が広いのかも？

注：○は似たようなものと思われる。

§　ＩＴガバナンスとＩＴケイパビリティの改善施策　Ｐ11～12 の抜粋

・企業統合、事業再編に対応したＩＴ組織の再編　　・ＩＴ戦略、ＩＴ企画運営組織の再

設計　　・情報子会社　　・ＩＴアウトソーシング　　・ＩＴパートナー戦略　　・ＩＴ

運営ルールの整備　　・ＩＴ提供者とのリレーションとＩＴ調達プロセスの再確立

・実効性のあるＩＴ監査の実施　　・ＩＴ技術戦略の確立　　・ＩＴプロジェクト－アセ

スメントサイクルの運営　　・客観的ＩＴアセスメントの導入（コスト、セキュリティ、

サービスレベル、アセスメント）　　・ＩＴ提供者のケイパビリティ評価、ＩＴ人材マネ

ジメント、ＩＴプロセスアセスメント



参照資料４　　ＩＴガバナンス・バランススコアカードの考え方

視点 項目例
財務的視点 ・純利益の増加

顧客に対する視点 ・個々の顧客との関係
・新規販売チャネル

内部に対する視点 ・顧客関係管理
・電子的な販売チャネルとコールセンター

革新に対する視点 ・新しいアプローチ方法の従業員教育

視点 項目例
全社的貢献 ・ビジネス価値を高める

利用者に対する視点 ・内部利用者
・外部の利用者（Consumers and Businesses)

内部に対する視点 ・ビジネスインテリジェンス技術
・Webサイト技術

革新に対する視点 ・新しいアプローチ方法の教育
・エマージング技術の調査

出所：Grembergen, :The Balanced Scorecard and IT Governance

ビジネス・バランス・
スコアカード

IT戦略・バランス・
スコアカード

IT開発・バランス・
スコアカード

IT運用・バランス・
スコアカード

バランス・スコアカードの関係

ビジネス・バランス・スコアカード

IT戦略・バランス・スコアカード



参照資料６　　ボストンコンサルティンググループ最終報告書を読

んで

ＩＴガバナンススコアカード策定支援プロジェクト

（ボストン　コンサルテイング　グループ作成）

の最終報告を読んで　　　細川泰秀　2001/4/4

1：概要

●Ⅰ：経営トップの意思決定構造に関する質問

① 社長／ＣＥＯの役割ならびに経営トップ会議体・ボード機能

・ 企業環境認識、経営改革、事業改革におけるＩＴの位置付け、ＩＴ活用に関する意思表

示、

・ 経営トップによるＩＴ戦略討議の場、経営トップ自らによるＩＴ活用、ＩＴ担当役員の

専任／兼任

・ 経営トップ内のＣＩＯの位置付け

② ＣＩＯの役割

・ ＣＩＯへの役割期待、ＣＩＯのミッション、権限、スキル、ＣＩＯとユーザ部門との関

係、ＣＩＯのオペレーション関与

●Ⅱ：スタッフ機能のパーフォーマンス

③トップマネージメント／全社最適のためのサポート

・ 本社ＩＴ部門の組織設計、経営トップへのＩＴ戦略に対する意見具申、全社投資案件の

優先度付け

・ 自社ＩＴ要員の能力管理、リテラシーマネージメント、アーキテクチャー統一や標準化

による全社最適実現

④ ユーザー部門に対するサポート

・ ユーザー部門とのコミュニケーション、アプリケーションマネージメント、インフォー

メーションマネージメント、サービス（コスト）マネージメント、プロジェクトマネー

ジメント、パーフォーマンスレビュー

2：経営トップまたはスタッフから、上記範囲の質問を 25 問の設問に 30 分程度で回答頂

き、レーダーチャートに得点をあらわし各会社別に課題、特徴を見つけ出す手法。

幅だし質問の準備なども用意されており、一つの手法として纏まっている。

3：ＪＵＡＳが委員会（チーム）を作ってこれに取り組む場合への考察。

① 経営層、およびＩＴスタッフへの質問が中心であるが、システムを使いこなし、あるい

は有効にＩＴを活用する場合には、本レポートでは対象外の「ラインのリーダーシップ」



が非常に重要である。

このラインへの質問、評価をどのように取り上げるのか？

② 経営層とＩＴスタッフへの質問は、この内容で良いのか？の確認。

③ 何が不足なのかは、仮に各社が理解できたとして、『「それでどうするのか？」というア

クションの取り方について有効な案が欲しい』と言われそうである。

④ 各業種別、規模等別の得点データの蓄積の意味よりも、この③のアクション項目、注意

事項、効果などのノウハウ蓄積の意味が出てくるのではないか？

⑤ この調査と合わせて④のサポートをすれば、一つの事業に成長する可能性がある。

⑥ ＢＰＲなどを伴う革新的プロジェクトを、実施する場合には「この調査をしてから望め

ば、成功する確率が多くなるのではないか？」と思える。

・ システム会社、ＳＩ会社、コンサルティング会社が、顧客の体質を知るための手法とし

て活用すれば、大きな効果があるのではないか？

4：鷲崎さんにも、この資料を見ていただき、意見交換する必要がある。急いだほうが良

い。



参照資料９　　ＭＩＴの方針と定義

ＭＩＴの方針と定義

●

IT Governance は、CISR(Center for Information Systems Research)の 2001 年の重点プ

ロジェクト

●

What is IT Governance

「IT の活用において望ましい行動を助長するための意思決定と評価のフレームワーク」

何を関心の対象にするのか（What）？　大きくは以下の２つ。

・ 投資とその承認のプロセス

・ ビジネス戦略方向に合致したＩＴの方向性

それがうまくいっているかどうかの調査を以下の４つのドメインから観察する。

・ ＩＴの原則(Principle)

・ ＩＴインフラ戦略（技術的資源、ヒューマン的資源）

・ ＩＴアーキテクチャー（技術選択のポリシー、選択された技術セット）

・ ＩＴ投資とプライオリティ付け

いかに助長するのか(How)？

・ バランスさせるメカニズム（IT Council, CIO, chargeback, SLA）

・ 学習とシナジー(Enabling& rewarding learning, sharing, re-use)

・ ビジネス価値の確認(Responsibilities,  accountabilities,  measurement)

４つのドメインの問題に対する情報のインプット（報告）や意思決定の権限パターン

・ ビジネス君主

・ ＩＴ君主

・ 封建領主

・ 連邦

・ 無政府

以上

鷲崎早雄

(2002 年 2 月 23 日)

資料：”Overview of CISR Research”, 

CISR MIT Sloan School of Management Oct. 23-24, 2001 



参照資料１１　ＩＴガバナンスの定義

２００１．１１．１２

ＪＵＡＳ事務局

定義・測定方法などについて

　１１月２日の委員会でお約束した標記の事務局試案を送付しますので、１１月１９日ま

でにご意見をご回示下さい。

　質問票は１１月２０日に送付すべく作業中ですので、ご意見のいくつかは反映できると

思われます。

【ＩＴガバナンスの定義】

ＩＴガバナンスとは、

　ＩＴ活用に関する行動を

　(企業の競争優位性構築のために)あるべき方向へ導く

　権限と責任＜意思決定と達成（説明）責任＞の枠組みである。

【測定の目的・対象事項・対象者】

（１） 測定の目的

他社比較／弱点・対策の発見／社内認識のズレの発見／重要性の啓蒙

　ＩＴガバナンスプロセスを導入する方法として，まず比較的タフな質問をするこ

とから始めることが効果的である。（ IT Governance Institute ）

（２）ＩＴガバナンスが対象とする事項

・投資と評価のプロセス

・ ビジネス目的との整合性

・ リソースの適正利用

・ リスクの正しい管理

（３）測定の対象者

社長（ＣＥＯ）／情報担当役員（ＣＩＯ）／ＩＴ部門長／主な利用部門長

　ＩＴガバナンスは企業の各層によって行われる。各層とは、チームリーダ層／マ

ネージャー層／ディレクター層　である。（ IT Governance Institute ）



＜参考（文献調査から）＞

通産省： 企業が競争優位性構築を目的に、ＩＴ（情報技術）戦略の策定・実行をコント

ロールし、あるべき方向へ導く組織能力

ＭＩＴ：  What is IT Governance : Decision right and accountability framework to

encourage desirable behaviour in the use of IT

IT Governance Institute :  IT governance is the responsibility of the board of

directors and executive management. It is an integral part of enterprise

governance and consists of the leadership and organizational structure and

processes that ensure that the organization's IT sustains and extends the

organization's strategies and objectives.

　（ＩＴガバナンスは役員会の責務である。それは企業統治の不可欠な要素であり、

リーダシップおよび組織構造ならびに組織のＩＴが組織の戦略と目標を維持・拡張

することを確実にする手続きから成り立つ）

Sambamurthy V. & Zmud R. W.：

企業におけるＩＴインフラ、ＩＴ利用、プロジェクト管理などのＩＴ活動に関連し

た組織上の権限のパターン

Peterson, R. R.：

ＩＴガバナンスは、公式の階層上の権限の所在だけではなく、非公式で水平的な要

素、調整や統合の仕組みも含んでいる。

ＩＴガバナンスは，ビジネス及びＩＴの戦略的な目的に対して，期待されるパフォ

ーマンスを得るために，ＩＴ意思決定のフォーマルな与え方と，構造的，機能的，

社会的インテグレーションの機構とのデザインである。

G. R. Turner & J. P. Weil：

全社的なＩＴ環境に関するコミュニケーション、指揮、管理の構造やプロセス

榎木千昭： ＩＴ投資と業績、ハッキングによる損失の問題から統治･統制が必要と

の認識であり、ＩＴの内部管理のための仕組みづくり。ＩＴガバナンスはコーポレ

ート・ガバナンスの一部。ＩＴに関するリスクマネジメントとパフォーマンスマネ

ジメントの２つの側面を持つ。

　ＩＴガバナンスは、ＩＴプロセスを最適化し、そのリターンを最大化するとともに、

ＩＴプロセスの過程で生じるリスクを最小化するための仕組みである。

淀川高喜：ＩＴガバナンスは，ＩＴ利用企業の経営者，ＣＩＯ，ＩＴ企画部門，ＩＴ利用

部門に求められるマネジメント力である。すなわち，ＩＴの利用者としてＩＴをビ

ジネスに使いこなすための統治力であり，最適な専門家の知恵を束ねて活用する統

治力であり，ＩＴサービスを委託する側のオーナーシップである。



なぜ、今、ＩＴガバナンスか（回答等の Key Word からの編集）

企業経営を取り巻く環境条件のうち、特にＩＴの環境条件が顕著に変化しており、対応

する経営戦略を策定・実行するに際して、ＩＴ戦略と綿密に整合性を取る必要性が高まっ

てきた。

企業が競争優位性構築を目的に経営戦略を策定・実行するに際して、ＩＴ活用の意思決

定と達成責任の枠組みが重要になってきたとも言える。

　経営戦略・ＩＴ戦略の対応を必要とする主な環境条件の変化は下記のとおりである。

＊社会状況の変化

コーポレートガバナンスの一環としてのＩＴ部門の監査

情報犯罪などの外敵からの防御としてのＩＴ投資の意思決定

（環境保全、社会性への配慮）

＊経済活動の一般動向の変化

ＥＣ（企業間取引）に代表されるように企業活動のＩＴ依存度は増大

企業統合の場面ではＩＴ統合が重要課題

社会的信用の維持の視点が不可欠

＊企業内のＩＴ領域の変化

ＩＴ領域は拡大、それは広域化、複雑化、多様化

コミュニケーションツールの領域まで発展

ＩＴを軸とした企業内の業務･組織･制度改革を推進

＊企業内のＩＴ課題の変化

費用は増大、過剰投資を防止、スクラップ＆ビルドも限界

ユーザー部門の関与が増大、部分から全体最適を確保

アウトソーシングによる不透明感の解消

＊経営トップの意思決定に求められる変化

意思決定のスピード化

不確実な状況下での意思決定などスピード･アジル経営

先進ユーザへの追随

計画・実績のパフォーマンス評価

社内全体のベクトル合わせ

以上
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